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５．今後の方向性（担当室による内部評価）

３．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

地域ビジョンを実現するために地域づくりを担う構成員
の増員や事務局を強化し、名張ゆめづくり協働塾を通
じて地域づくり組織の組織力をさらに充実させていくた
めの人材育成の場の創出を実践します。
地域づくり組織の熟成に伴い、地域づくり支援体制の
強化と効果・効率的な支援制度の構築を行います。

H.28年度（事業量・取組実績） H.29年度（事業量・取組計画）

主な事業の
実績・計画

○名張ゆめづくり協働塾の実
施
　10回開催　延べ568人参加

○新しい法人制度創設に向け
ての取組み
　小規模多機能自治推進ネッ
トワーク会議（参加自治体等
214団体）
　・総務省の有識者会議にて
名張市が事例発表
　・７市合同地域研修会開催
【伊賀市・名張市・朝来市・雲
南市・東近江市・大津市・尼崎
市】

○名張ゆめづくり協働塾の実
施

○地域づくり組織支援制度の
構築

H.30年度(事業計画) H.31年度(事業計画) H.32年度(事業計画)

○名張ゆめづくり
協働塾の実施

○地域づくり組織
支援制度の構築

○名張ゆめづくり
協働塾の実施

○地域づくり組織
支援制度の構築

○名張ゆめづくり
協働塾の実施

○地域づくり組織
支援制度の構築

事業内容

(H.29)No. 1017-1 (H.28)No. 1017-1

事務事業名 都市内分権推進事業
会計区分 事業コード 025801
一般会計 （中事業名）※予算書事業名

総務費 新しい公推進事業

担当部局名 担当室名 室長名 総務管理費 （小事業名）

協働のまちづくり 「新しい公」の基本理念に基づき、市民・地域組織・市
民活動団体・企業など多様な主体が、相互にパート
ナーシップを形成しながら、個性を生かした協働のまち
づくりを目指します。

施 策 都市内分権の推進

重点プロジェクト

地域環境部 地域経営室 山口　敦司 地域振興費 都市内分権推進事業

総
合
計
画

政 策 未来につなぐ自立と協働による市政経営 事業目的（めざす効果）

基本施策

H.30年度(計画予
算)

H.31年度(計画予
算)

H.32年度(計画予
算)H.27繰越分 H.28現年分

①直接事業費 288千円 212千円 212千円 212千円

H.28年度（決算見込） H.29年度(作成時予算額)

H.28繰越分 H.29現年分

448千円

人
工
数

職員 0.20人

国･県支出金内
訳

(

千
円

)

その他（　　　）

1,500千円 1,500千円 1,500千円

①+②総事業費 0千円 1,788千円 1,712千円 1,712千円 1,712千円

0千円 1,500千円

0千円 1,948千円

②概算人件費 0千円 1,500千円

0.20人 0.20人 0.20人

臨時職員等

0.20人

地方債

一般財源 0 288 212 212 2120 448

 【選択肢】
　 継続（改善）、継続（現行）、継続（拡大）、継続（縮小）、統合検討、休止検討、廃止検討、事業完了（予定含む）

継続（拡大）

今後の対応方針（課題解決への取組内容、具体的な見直し内容、継続の理由等） ６．事務事業の取組に関係する市の計画

名張ゆめづくり協働塾で研修を行い、市民センターを拠点とした住民自治機能の充実及び発展
を目指した支援を行います。地域づくり組織がさらに持続可能なまちづくり活動を行うための環
境整備が必要です。

４．担当室による事務事業の点検

地域づくり組織支援制度の構築として、公民館条例の廃止及び市民センター条例を施行し、まちづくり活動の拡充を図るための拠点整備を行い
ました。また、まちづくり活動の発展をめざし、新しい法人制度の構築を目指した国への提言を受け、発足された内閣府所管の有識者会議に地
域の実情を発信し、地域の課題に即した内容になるよう働きかけを行いました。多様な主体による協働の推進を目的の一つとして、名張ゆめづ
くり協働塾を開催しました。

考察（H.28年度の取組評価、課題、施策への貢献、市民との協働など）


